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総務省アクションプラン２０１３ （構成） 

Ⅵ 行革推進による効率的かつ質の高い行政の実現 

Ⅶ 郵政民営化の確実な推進 

Ⅷ  国民生活の安定・充実 

■ 郵政民営化の確実な推進 

■ 国民生活の安定・充実 

Ⅳ 国民本位の電子行政の実現とマイナンバー制度の導入 

■ 電子政府の推進 
■ 電子自治体の推進 
■ マイナンバーの付番と情報提供ネットワークシステムの運用に向けた着実な準備 
■ マイナンバー制度の活用の促進 

Ⅰ 東日本大震災からの復興の着実な推進 Ⅴ 国民の命を守る消防防災行政の推進 

Ⅲ 日本再生に向けたＩＣＴ総合戦略(Active JapanICT戦略)の推進 

■ 新たな街づくりや環境・医療・教育分野等におけるＩＣＴ利活用の推進 
■ ビッグデータ・オープンデータによる新たな市場の創出 
■ 次世代の強固な情報通信基盤の構築 
■ 安心・安全に利用できるサイバー空間の実現 
■ スマートテレビ等新たなコンテンツ・サービスの創出 
■ ＩＣＴ分野における国際競争力の強化 

■ 被災地域の復旧・復興に係る支援 
■ 地方の復旧・復興事業等の事業費及び財源の別枠での確実な確保 
■ 東日本大震災等を踏まえた消防防災体制の強化 
■ ＩＣＴを活用した創造的復興支援 

■ 質の高い行政サービス提供のための人事行政の展開 
■ 国家公務員の総人件費削減  
■ 行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化 
■ 行政評価機能の発揮による聖域なき行政運営の見直し 
■ 公的統計の体系的な整備・提供 

東日本大震災からの復興に取り組む地域を財政や人材等の面から支え、
各地域における着実な復興を推進します。 

我が国の成長基盤であるＩＣＴの徹底的利活用等を通じ、新市場・新産業を
創出するとともに、世代や地域にかかわらず誰もが安心・安全な環境の下
で積極的に参画できる社会を実現します。 

ICTを活用して、行政サービスを便利で使いやすいものにします。 

消防団装備の強化や消防車両等の充実により、国民生活の安心・安全と
国民の命を守ります。 

効率的で質の高い、国民に信頼される行政の実現を図ります。 

恩給支給や公的年金の適切な運営の確保により、暮らしの安心を支えま
す。 

■ 通信基盤の整備や消防団の充実等による地域の消防防災体制の強化 
■ 緊急消防援助隊の充実と即応体制の強化 
■ 火災予防対策等の推進、救急救命体制の強化 

全国あまねくある郵便局を通じて、国民生活に必要不可欠なユニバーサル
サービスが円滑かつ安定的に提供されることを維持します。 

Ⅱ 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 

■ 地域の自主性・自立性を高める地域主権改革の推進 
■ 社会保障・税一体改革の着実な推進 
■ 地域の経済循環の創造を軸とした自立的な地域活性化への取組 

地域の多様な主体が多様な地域資源を生かして取り組む地域づくりを支え、
全国各地のまちを元気にし、地域からの日本再生を目指します。 



Ⅰ 東日本大震災からの復興の着実な推進 

１．被災地域の復旧・復興に係る支援    

■ 被災市町村に対する人的支援 

■ 復興支援員の設置等に対する支援 

■ 原発避難者特例法による避難住民への行政サービスの提供等 

・被災地の地域おこし活動、被災者の見守りやケア等の「復興に
伴う地域協力活動」により、被災地のコミュニティ再構築を図
る復興支援員設置等を支援 

・復旧・復興に必要な人的支援を希望する被災市町村から要望を伺い、全国市長会・全国町村会の協力
を得て、全国の市町村から派遣の申出を取りまとめ、人材のマッチング作業を実施 

＜復興に伴う地域協力活動の例＞ 
 

▽ 地域行事、伝統芸能コミュニティの活動再開及び活動の応援等 
▽ 地域ブランドづくりやプロモーションの支援、地場産品の販売等 
▽ 震災被害の伝承（震災語り部）、被災地ツアーの企画 

１ 

おがつ店こ屋街における復興市 
（石巻市雄勝地区の仮設商店街） 

東日本大震災からの復興に取り組む地域を財政や人材等の面から支え、各地域におけ
る着実な復興を推進します。 

・原発避難者特例法に基づき、地方公共団体が避難住民に対する必要な行政サービスの提供及び住所移
転者に対する措置を行えるよう、財政措置等を引き続き実施 

たな こ や がい 



Ⅰ 東日本大震災からの復興の着実な推進 ２ 

２．地方の復旧・復興事業等の事業費及び財源の別枠での確実な確保  

・東日本大震災の復旧・復興事業及び東日本大震災の
教訓を踏まえ全国的に緊急に実施する防災・減災事
業について、通常収支とはそれぞれ別枠で整理し、
地方の所要の事業費及び財源を確実に確保 

＜震災復興特別交付税＞ 
 

東日本大震災の復旧・復興事業に係る被災団体の財政負担を解消
するとともに、被災団体以外の地方公共団体の負担に影響を及ぼす
ことがないよう、通常収支とは別枠で確保 

 

・平成24年度 13,991億円（平成23年度からの繰越額を含む） 
 

＜緊急防災・減災事業＞ 
 

東日本大震災の教訓を踏まえ全国的に緊急に実施する防災・減災
事業について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源
を確保 

 

・平成24年度 6,329億円 

被災庁舎の状況 （提供：国見町） 

津波避難タワー（防災・減災事業） 



３．東日本大震災等を踏まえた消防防災体制の強化 

■ 災害情報の住民への迅速かつ確実な伝達 

Ⅰ 東日本大震災からの復興の着実な推進 

■ 消防団の充実強化・安全対策の推進 

（提供：大船渡市） 

■ 消防救急無線のデジタル化の推進 

・消防、救急活動時における情報伝達体制を強化するため、消防救急
無線のデジタル化を推進 

【予算】 緊急消防援助隊設備整備費補助金(消防救急デジタル無線分) 
                                一部重点要求  ２０億円  (２４年度 ２０億円) 

（提供：前橋市消防局） 

 ※「イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・強固な基盤整備」（P17）においても、更なる電波の 
   有効利用促進の観点から、周波数の再編に資する防災用等のデジタル無線システムの整備を支援 

３ 

・災害情報を迅速かつ確実に住民へ伝えるため、Ｊアラートの自動起動機等の整備による災害情報伝達
手段の多重化・多様化を推進 
【予算】 Jアラートの自動起動機等の整備による災害情報伝達手段の多重化・多様化 一部重点要求  新規 ２３億円 

 ・多様な活動を行い若者にとっても魅力ある消防団づくりを目指し、 
  地域の総合的な防災力の強化を推進 

【予算】 消防団を核とした地域総合防災力強化事業（資機材等の整備・訓練） 
      ～若者にとっても魅力ある消防団を目指して～     新規 ２１億円 



■ 緊急消防援助隊の即応体制の強化 

【予算】  消防防災施設・設備災害復旧費補助金  ２０億円（２４年度 １４３億円） 

■ 被災地における消防活動や消防防災施設の復旧への支援  

Ⅰ 東日本大震災からの復興の着実な推進 

・被災地への確実かつ迅速な部隊投入や長期に及ぶ消防応援
活動を可能とする車両や資機材等の整備 

・東日本大震災により被害を受けた消防庁舎、無線施設、消防車等の
消防防災施設・設備について早期復旧を支援 

【予算】 緊急消防援助隊の即応体制の整備 新規 ５億円 

【予算】  原子力災害避難指示区域消防活動費交付金 新規 ０．５億円 

・避難指示区域における大規模林野火災等の災害に対応するための消
防活動や広域応援活動の支援 

・巨大津波や甚大な風水害においても効果的な救助活動が実
施できる特殊車両や資機材等の整備 

【予算】 緊急消防援助隊津波・大規模風水害対策車両の整備 新規 ５億円 

（提供：大津市消防局） 

４ 

（提供：横浜市消防局） 



Ⅰ 東日本大震災からの復興の着実な推進 ５ 

４．ＩＣＴを活用した創造的復興支援 

■ ICT基盤整備による復興街づくりへの貢献  

■ 被災地域での震災記録デジタル化の推進  

・復興に向けて、環境やエネルギー利用効率に 
 配慮した新たな街づくりを行う地域において、
住民生活・地域経済に必要不可欠なＩＣＴ基盤 

 の整備を支援 ※拡充事業 

・震災の記録・記憶を防災教育、災害対策等に活用するとともに次世代へ継承していくため、
被災自治体におけるデジタルアーカイブ構築を支援 ※拡充事業 

■ 被災地における医療情報連携基盤の 
   整備支援  

・「東北メディカル・メガバンク計画」の推進に 
 向け、ＩＣＴを活用した災害に強い医療情報連携
基盤の整備を支援し、切れ目のない医療提供体制
の復興を促進 

◎放送受信 
    環境等の整備 

高台等移転 

新たな街づくりを 
行う地域 

◎通信基盤 
  の整備 

【予算】 被災地域情報化推進事業 ４９億円 
      （２４年度 ４５億円）の内数                        

【予算】 被災地域情報化推進事業 ４９億円（２４年度 ４５億円）の内数                        

【予算】 被災地域情報化推進事業 ４９億円（２４年度 ４５億円）の内数                        



Ⅰ 東日本大震災からの復興の着実な推進     
 

６ 

■ 防災情報通信基盤の整備  

・避難を余儀なくされた住民と地元地域と
のきずなの維持・強化のため、地元地域
の行政情報等を提供するために必要な情
報通信環境の構築を支援 

■ ICTによる地域のきずなの再生・強化 

【予算】 防災情報通信基盤整備事業 新規  ５０億円 

【予算】 被災地域情報化推進事業 ４９億円  
                （２４年度 ４５億円）の内数                        

・災害時に全ての住民が情報を入手できるよ
う、災害関連情報の一元的集約・共有機能
や多様なメディアを多重に活用した情報配
信機能を有する防災情報通信基盤の地方公
共団体による整備を支援 

防災情報通信基盤 

放射線観測情報 

気象関連情報 

道路交通情報 

河川関連情報 

災
害
情
報
配
信
機
能 

地図情報 

◆災害情報集約 
◆被災者支援システム 
◆ハザードマップの提供    
              等 

災害情報集約機能 

住民・来訪者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

携帯電話 

スマートフォン 

テレビ 

ラジオ 

パソコン 

タブレット端末 

被災地域からの 
各種情報を仮設住宅・
全国に避難している 
住民に提供 

- 地元地域のイベント情報 
- 復興情報 等 

- 被災者支援に関する情報 
- 避難者に対するお知らせ 等 

- 教育･教養情報 
- 医療･健康情報 等 

 

行政情報 

生活情報 

復興情報 

 ： 

ICTによる 
地域のきずなの再生・強化 

「復興支援チャンネル」 

地域情報の発信 
避難住民等 

見守り、健康相談等 

携帯電話 情報通信環境 

インターネット 

テレビ 

行政情報 

生活・地域情報 

教育・医療情報等 

ホワイトスペース等を用いた 

情報通信環境の構築 



Ⅱ 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 ７ 

１．地域の自主性・自立性を高める地域主権改革の推進 

■ 地方交付税等の一般財源総額の確保  

■ 地域主権改革を推進するための地方税制度の構築 
 ・税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体系を構築するとともに、地方税制度を「自主的

な判断」と「執行の責任」を拡大する方向で改革 

地域の多様な主体が多様な地域資源を生かして取り組む地域づくりを支え、全国各地
のまちを元気にし、地域からの日本再生を目指します。 

 ・「中期財政フレーム（平成２５年度～平成２７年度）」を踏まえ、交付団体はじめ地方の安定的
な財政運営に必要となる地方交付税等の一般財源の総額については、実質的に平成２４年度地方
財政計画の水準を下回らないよう確保 

【予算】 地方交付税（地方団体交付ベース）  １７．２兆円（２４年度 １７．５兆円）  

■ 地方自治制度の見直し及び地方議会の活性化支援  
 ・第３０次地方制度調査会の答申等を踏まえ、大都市制度や財務会計制度等の見直しに取り組む 

 ・地域主権改革を推進する上で、より一層重要な役割を担う地方議会の活性化を多角的に支援 
【予算】 地方議会の活性化に要する経費 新規 ０．２億円 

【予算】 地方自治制度の見直しに向けた調査検討 ０．２億円（２４年度 ０．２億円） 



■ 地方行革の支援 

 ・「公立病院改革ガイドライン」に基づき公立病院の経営改革を促すとともに、適切な財政措置を講じ、
必要な地域医療を確保 

■ 地方公営企業等の改革 

 ・地方公共団体の実情に応じた自主的な行政改革の支援のため、 
  その課題の解決方法を調査・研究し、必要な情報を提供 

 ・地方公営企業における新会計基準への円滑な移行を支援するとともに、公営企業会計の適用範囲拡大
の検討を含めて、施設の的確な更新と財務の健全性確保の両立のための新経営戦略の構築支援を推進 

 ・第三セクター等改革推進債の活用も視野に入れた地方公営企業、地方公社及び第三セクターの抜本的
改革を推進 

■ 地方公共団体の財政健全化の推進等 

 ・地方公共団体財政健全化法に基づき、健全化判断比率を住民に公表する
とともに、比率が一定の水準以上の団体においては、財政健全化計画等
を策定することにより、財政の健全化を促進 

 ・宝くじのインターネット販売の導入や魅力的なくじの開発など、宝くじ
の活性化に向けた取組を推進し、地方の自主財源を充実 

Ⅱ 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 ８ 



２．社会保障・税一体改革の着実な推進 

・地方税及び地方交付税に係る税制抜本改革法の円滑かつ 
 着実な施行を図ることにより、国とともに社会保障制度 
 を支える地方の社会保障給付に対する安定財源を確保 

 
・地方法人課税の在り方の見直し、消費税・地方消費税の 
 円滑かつ適正な転嫁のための対策など、国税に係る税制 
 抜本改革法第７条において検討することとされた事項に 
 ついて、関係省庁と連携しつつ、その具体化に向けて 
 検討し、それぞれの結果に基づき必要な措置を実施 

  
  

 社会保障の安定財源の確保
と財政健全化の同時達成の第
一歩として、改革を実施 

  

  
  

①「全世代対応型」の制度へ 
②「将来世代への負担先送り」を
軽減し安定した制度へ 

増税分は、全額社会保障財源化し、国民に還元。 
官の肥大化には使わない。 

税制抜本改革 社会保障改革 

社会保障と税を一体として改革 

※１ 平成２６年４月１日より８％、平成２７年１０月１日より１０％ 
※２ 制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するため 
  の施策に要する経費 

社会保障４経費（※２）に則った範囲の社会保障
給付における国と地方の役割分担に応じた配分 

消費税率（国・地方）１０％への段階的引上げ（※１） 

国 ３．４６％   
地方 １．５４％  

（地方消費税１．２％  
地方交付税０．３４％） 

  

  

【社会保障・税一体改革における社会保障財源確保のイメージ】 

《社会保障・税一体改革のポイント（地方関係）》 
 

○ 地方消費税率（現行1％：消費税率換算）を、平成26年4月1日
より1.7％、平成27年10月1日より2.2％へ段階的に引上げ。 

○ 現行分を除く地方消費税収の社会保障財源化。 
○ 引上げ分に係る市町村交付金を全額人口で按分し交付。 
○ 消費税率に係る地方交付税率（現行1.18％ ：消費税率換算）
を、平成26年4月1日より1.40％、平成27年4月1日より1.47％、
平成28年4月1日より1.52％へ変更。 

社会経済状況の大きな変化 
 
  
  
  

  雇用基盤の変化 
家族形態や 

地域基盤の変化 経済成長の停滞 
人口の高齢化 
現役世代の減少 

Ⅱ 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 ９ 
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■  地方公共団体を核とした地域イノベーションサイクルの構築と先行モデルの事業化支援 

                                         ～緑の分権改革の推進～ 

【予算】 再生可能エネルギー活用アドバイザー等事業   新規 ２億円 
       地域経済自立循環スタートアップ事業 重点要求 新規 ６億円           

  

・地域ラウンドテーブル（産学金官）を基盤に再生可能エネルギーなどの 
 地域資源と民間資金を生かした、持続可能で先進性のある取組を支援  

 ・地域活性化のための人材育成を急務とする「地域」と機能の再構築が進む「大学」が、協働プロジェ 
  クトにより地域人材の育成と自立的な地域づくりを推進する仕組みを構築 

【予算】 「域学連携」地域活力創出モデル実証事業 重点要求  新規 ３億円 

 ・金融機関等での勤務経験のあるシニア企業人や起業家を地方公共団体
に派遣・誘致し、地域資源を生かした事業の立ち上げや運営を支援す
るモデルを構築 
 【予算】 起業家誘致・人材サイクル事業 新規 １億円 

 ・全国各地のイノベーションサイクルに係るノウハウや実績を収集・分析し、更なる各地の取組を促進
するため、各地の大学と連携したデータベースの構築と、人材育成のためのカリキュラムの開発及び
大学での連続講義を実施 

【予算】 域学連携による人材力向上プロジェクト 新規 ０．８億円 

～人材・資金等様々な資源の地域内循環の仕組みの構築～ 

３．地域の経済循環の創造を軸とした自立的な地域活性化への取組 
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■  地域のコミュニティの再生 

【予算】  過疎集落等維持・活性化モデル事業 重点要求  新規 ５億円 

・大都市圏に勤務する企業人等が、地域において、ソーシャルビジ 
 ネスや地域づくりＮＰＯのマネジメント等に携わる仕組みを構築 
  

○人口５万人程度以上 
（少なくとも４万人超） 
○昼夜間人口比率１以上 
○原則３大都市圏外 

○中心市と近接し、経済、 

社会、文化又は住民生活
等において密接な関係が
ある市町村 

②定住自立圏形成協定 

①中心市宣言 

中心市 

周辺市町村 

③
定
住
自
立
圏
共
生
ビ
ジ
ョ
ン 

■  地方圏における定住の受け皿の形成 ～定住自立圏構想の推進等～ 

【予算】 「定住自立圏・多自然拠点都市圏」推進調査事業 ２億円（２４年度 １億円）                           

【予算】 コミュニティにおける資金循環等の実証事業 新規 ０．５億円 

【予算】 「シニア地域づくり人」に関する調査研究事業 新規 ０．７億円 

・定住自立圏や多自然地域を後背地とする居住拠点都市を中心とする 
  生活経済圏域について、分野横断的な活性化の取組を重点的に支援 

・コミュニティビジネス等を通じ、コミュニティにおける資金循環を生み出すための民間資金活用手法 
 について具体的案件に基づき調査検討を行い、資金循環促進のためのモデルを提示 

過疎地域の自立・活性化の推進 

都市と地域の交流 

ＵＩターン 

都市部 集落 

- -

- -

- -

- -

生活の安全・安心の確保 産業の振興 

【予算】 過疎地域等自立活性化推進交付金  ５億円 （２４年度  ５億円） 

・過疎地域の自立・活性化に資する、先進的で波及性のある事業、 
 定住促進対策及び遊休施設の再整備等を支援 

・過疎集落等において、住民団体等が、大学生等の活動と協働して、 
 地域交通や買物支援などの日常生活機能確保などの課題に総合的 
 に取り組む事業モデルを構築・実証 



～ＩＣＴと電子自治体の基盤を活用した自立型地域経営の手法の確立～ 

■  電子自治体の基盤を活用した自立型地域経営モデルの構築・実証 
 ・地域の中で、介護・予防・生活支援等のサービスの包括的な提供を可能 
  とするため、地域全体での連携システムを電子自治体の基盤を活用して

構築・実証 

【予算】 地域経営型包括的支援クラウドモデル実証事業 新規 １０億円 

 ・通信と電力のネットワークを活用して、行政の対住民サービスとＮＰＯ
等の活動に資するコミュニティ・プラットフォームを提供し、再生可能 

  エネルギーの効率的な域内供給と行政サービスの高度化を図る地域経営 
  モデルを確立 

【予算】 地域経営型ネットワークモデル実証事業 新規 ２億円 

Ⅱ 活力ある地域づくりを通じた新しい成長の実現 12 

■  ＩＣＴを活用した新たな街づくりの総合的推進（後掲） 

■  ＩＣＴを活用したアクティブライフの実現（後掲） 

 ・ＩＣＴを社会実装して、地域が抱える課題解決や経済の活性化・雇用創出等を図るための実証
事業等を実施 

 ・生きがいと活力ある暮らしを支えるＩＣＴの利活用を推進 



我が国の成長基盤であるＩＣＴの徹底的利活用等を通じ、新市場・新産業を創出すると
ともに、世代や地域にかかわらず誰もが安心・安全な環境の下で積極的に参画できる
社会を実現します。 

Ⅲ 日本再生に向けたＩＣＴ総合戦略(Active JapanICT戦略)の推進 13 

１．新たな街づくりや環境・医療・教育分野等におけるＩＣＴ利活用の推進 

■ ICTを活用したグリーン成長の実現 

・スマートコミュニティを早期に
実現するため、地域の特徴や利
用者の需要に応じた通信トラ
ヒック最適化制御技術やネット
ワーク利用最適化制御技術等を
実証実験を通じて確立 

【予算】 スマートコミュニティのための 
            通信ネットワーク実証事業  
             特別重点要求 新規 １２億円 

電力網 

発電機 

蓄電池 

家電 

電気自動車 

・・・ 

・・・ 

通信データ 通信データ 

電力 電力 

（スマートグリッドの概要） 

通信網 

通信トラヒック最適化制御技術 
スマートグリッドに接続されている機器から発生する通信量
（トラヒック）の最適制御（例えば、一時に大量の通信が発
生した場合においても適切に対応できる等）、障害が発生
したときにも通信を途切れないようにする等の技術。 

ネットワーク利用最適化技術 
地域ごとに最適な通信容量を確
保するために、有線・無線を組
み合わせたネットワーク設計を
可能とする等の技術。 

【実証技術】 
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■ ＩＣＴを活用した新たな街づくりの総合的推進 

・センサー、ワイヤレス、クラウド
等のＩＣＴを社会実装した新たな街
（ＩＣＴスマートタウン）の実現に
向けた実証プロジェクトを実施し、
ＩＣＴを活用した新たな街づくりモ
デルの確立・普及を通じて、地域が
抱える少子高齢化等の課題の解決や
経済の活性化等に貢献 

【予算】 イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・強固な基盤整備 重点要求 新規 １７１億円の内数 
      （ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための実証 ２８億円） 

（例） 

（例） 

（例） 

「ＩＣＴスマートタウン」の実現 

（例） 

 地域が抱える諸課題の解決 
 国際競争力の強化 
 経済の活性化・雇用の創出 

センサネットワーク 

ブロードバンド 

ビッグデータ 

ＩＤ 

クラウド 
ワイヤレスネットワーク 
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■ ＩＣＴを活用したアクティブライフの実現 

【予算】 フューチャースクール推進事業  ５億円（２４年度 １１億円）  

【予算】 医療情報連携基盤高度活用事業  ３億円 

・超高齢社会の課題解決に資するため、医療情報連携基盤
（ＥＨＲ）を高度に活用した新たな「在宅医療・介護 
ＩＣＴモデル」等の確立・普及を図る 

【予算】 脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発  ６億円 
                                  （２４年度 ７億円）  

・「ＩＣＴによるライフ・イノベーションへの貢献」として 
脳科学の知見を応用し、手足・言語を介さずネットワーク
を通じて機器・器具等を制御する技術等、高齢者・障がい
者の社会参加の拡大等を促す研究開発等を実施 

・教育分野におけるＩＣＴの効果的な利活用を促進するため、実証校における実証研究を行う
とともに教育分野の情報化のためのガイドライン取りまとめを実施 

【予算】 遠隔地間における実践的ＩＣＴ人材育成推進事業  ０．８億円（２４年度 ２億円）   

・産業界から要望の強い地域によらない実践的人材育成に対し、「遠隔教育システム」を効果的に
活用するとともに、産学の取組の拡張に向けた課題を検証すること等により、我が国の今後の人
材育成力の強化に資する 

医療クラウド 

高齢者向け 
サービス 
提供者 

医療情報連携基盤
（EHR） 

診療所 

地域中核病院 

介護施設 

薬局 

情報共有 

血圧計 血糖計 

体組成計 

歩数計 パルスオキシ 
メータ 

電子聴診器 医師・看護師 
介護ヘルパー 

テレビ電話 
データ登録 
ゲートウェイ 

モバイルキット 
（データ登録） 

タブレット 
端末 

Bluetooth、 
ＮＦＣ、Zigbee
等 

在宅患者宅・ 
介護サービス施設等 

機器の使用 

在
宅
医
療
・
介
護
Ｉ
Ｃ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
の
確
立
・
海
外
展
開 
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２．ビッグデータ・オープンデータによる新たな市場の創出 

■ ビッグデータの利活用の推進  

【予算】 情報流通連携基盤構築事業  ３億円（２４年度 ３億円） 
      情報流通連携による災害時生活安全確保事業 ６億円（２４年度 ６億円）  

・急速に普及するスマートフォンやＳＮＳ、多
様なセンサーから収集される多種多量なデータ
（ビッグデータ）の利活用を可能とする情報 
通信ネットワーク基盤技術の確立に向けた研究
開発等を実施し、ビッグデータ関連市場の創出
に貢献 

・各分野内で閉じた形でのみ利用されているデータが分野を超えて社会で効果的に利活用できる環境
(オープンデータ流通環境)の構築に向けた実証実験等を推進 

■ オープンデータ流通環境の構築推進  

【予算】 戦略的情報通信研究開発推進制度  １９億円（２４年度 ２３億円）  

・・・・ 

環
境 

・・・ 

行
政 

小
売 

センサーからの 
情報収集 

情報の検索・解析 

情報通信 
ネットワーク基盤 

医
療 

交
通 農

業 

サイエンス 
データ 

プローブ情報 
カーナビ 

HEMS モニタリング 
BAN 

SNS 

教育・ 
研究 

製
造 

トレーサビリティ 
温度・湿度 

オフィス 
データ POSデータ 

センサーデータ 

体温計 

サーバー・データベース クラウド 

家電 

地震センサー 

新市場・産業の創出 

イノベーション創発 

国際競争力強化 

社会システムの効率化 利用者ニーズに応じたサービス提供 

デ
ー
タ 

デ
ー
タ 

伝 送 

情報の利活用 収集・蓄積 

防
災 

情報の爆発的増加 
情報の爆発的増加 

情報の爆発的増加 

・戦略的情報通信研究開発推進制度（ＳＣＯＰＥ）
を活用し、競争的資金による研究開発を通じて、
ビッグデータ等の利活用に資するデータサイエン
ティスト等の若手人材育成に貢献 

【予算】 イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・ 
      強固な基盤整備 重点要求 新規 １７１億円の内数 
              （ビッグデータ時代に対応するネットワーク基盤技術の確立等 ６１億円） 

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://bezier-curve.com/material/037.png&imgrefurl=http://bezier-curve.com/02-art/037-tabletpc.html&usg=__qss_LNlWX4gCpHzzGwwQ9ehYLqo=&h=500&w=500&sz=23&hl=ja&start=12&zoom=1&tbnid=TU65_DhSh-BKAM:&tbnh=130&tbnw=130&ei=i_clT8qkM8meiQeI0PDjBA&prev=/search?q=%E3%82%BF%E3%83%96%E3%83%AC%E3%83%83%E3%83%88%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&hl=ja&sa=N&gbv=2&tbm=isch&itbs=1
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３．次世代の強固な情報通信基盤の構築 

■ 超高速ブロードバンド基盤整備の推進 

【予算】 情報通信利用環境整備推進事業  １１億円（２４年度 １９億円）  

・過疎地・離島等における遠隔医療・遠隔教育をはじめとする超高速ブロードバンドの利活用の
向上に資する観点から、その基盤整備を実施する地方公共団体等に対し、事業費の一部を支援 

■ 電波の有効利用の促進による新産業の創出 

・周波数の再編に資する防災用等のデジタル
無線システムの整備支援、新たな周波数資源
の開拓及びより一層の周波数有効利用を実現
するための研究開発、周波数オークション等
の実施を通じ、更なる電波の有効利用促進を
図り新産業を創出 

電波資源拡大のための研究開発等 ８６億円 
                  （２４年度 １１９億円） 
周波数オークションの企画及び実施関係経費 
                   新規 ０．４億円  

【予算】 イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・ 
      強固な基盤整備 重点要求 新規 １７１億円の内数 
      （強固なワイヤレスブロードバンドを実現する電波有効 
        利用の促進 ６４億円） 

地域コミュニティ向け情報提供サービス 

観光スポットやイベント情報配信 

ホワイトスペース 
利用システム 

ミリ波 
レーダー 

ドライバーモニター 
カメラ 

前方カメラ 

組み込み型 
システム 

ワイヤレス給電装置 

受電機器 

電磁誘導など 

ワイヤレス給電 

ワイヤレス通信・電力伝送 

機器間（M２M） 
無線通信 

生体情報 

センサー情報 

センサー情報 

無線機器間の 
自律接続 

ネットワーク間の 
     接続 

防災用等 
無線システム 

スマートグリッド・ 
スマートメーター 

宅内操作器 
水道メーター 

ガスメーター 電力計 

電波の有効利用の促進 

新産業の創出 

（車載）移動局 

（市町村・消防本部）       

（携帯・可搬）移動局 

防災行政無線（移動系） 

消防・救急無線 

http://images.google.com/imgres?imgurl=http://portram.zening.info/kankou/photo/P1010227_m.jpg&imgrefurl=http://portram.zening.info/kankou/transport_information.htm&usg=__7mwu-dzYSEMpHZM_uWJ9drrq2nk=&h=480&w=640&sz=28&hl=ja&start=45&sig2=zGDJdnT523Ob02x7vrDRWw&um=1&tbnid=cpXG3fGztE7wtM:&tbnh=103&tbnw=137&prev=/images?q=%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%A1%E3%83%BC%E3%82%B7%E3%83%A7%E3%83%B3%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC&ndsp=20&hl=ja&rlz=1T4SUNA_jaJP312JP312&sa=N&start=40&um=1&ei=sGVfSqzeF5nY7AP3v_ySCQ
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■ 新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の着実な構築・運用 

【予算】 ＮＩＣＴ運営費交付金 ２８７億円（２４年度 ２９７億円）の内数    

・セキュリティやエネルギー消費等の問題を抜本的に解決する新世代ネットワークの要素技術を統合
した大規模な試験ネットワークを構築・運用し、システム技術を確立 

■ 災害に強い情報通信ネットワークの構築   

【予算】 災害時の情報伝達基盤技術に関する研究開発  ３１億円 
                              （２４年度 ２０億円） 
            防災・減災に資する電磁波センシングに関する研究開発  
        ＮＩＣＴ運営費交付金 ２８７億円（２４年度 ２９７億円）の内数 

・災害時に確実に情報伝達を行うため、東北地方
のテストベッドを活用し、災害時に必要となる
情報通信ネットワーク基盤技術の研究開発・ 

 評価を実施 

・東京圏に集中するデータセンターの地域分散を
促進するため、地方へのデータセンターの設備
投資を支援 
【税制】 データセンター地域分散化促進税制の創設  

融
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通
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Ｂ衛星 Ａ衛星 

災害対策機関 
（Ｂ通信方式） 

災害対策機関 
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可搬型クラウド機能 
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・・・・ 

過負荷 

全拠点の処理資源を
結集することで、通信
サービス処理容量を
拡大し混雑低減 
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する通信処理能力を動員 
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通信処理 
能力の低下 
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■ 新たなサイバー攻撃等に対応可能な総合的なセキュリティ環境の構築 

■ 安心・安全なＩＣＴ利用環境の整備  
・子どもから高齢者まで誰もが安心・安全にＩＣＴを利用できる環境の整備を目指し、 
 スマートフォンの普及や新たな情報通信技術・サービスに適応した普及啓発活動等を実施 

４．安心・安全に利用できるサイバー空間の実現 

【予算】 電気通信事業分野における消費者利益確保のための事務経費       ３億円（２４年度   ３億円）   
      情報読解・活用能力等（メディアリテラシー）向上のための取組の推進   ０．３億円（２４年度 ０．３億円） 
      

・巧妙化・複合化する新たなサイバー攻撃（標的型攻撃※

など）に対応可能な環境を実現するため、攻撃の解析及
び防御モデルの検討を行い、官民参加型のサイバー攻撃
に対する実践的な防御演習を実施 

【予算】 国際連携によるサイバー攻撃予知・即応技術の研究開発   ６億円 

・従来から存在するサイバー攻撃（DDoS攻撃※など）の発生
予知と即応を可能とする技術を確立するため、諸外国と
連携して情報収集・研究開発を実施 

※標的型攻撃：特定の組織や個人を標的に複数の攻撃手法を組み合わせ執拗かつ 
継続的に行われる攻撃 

※DDoS攻撃：多数のコンピュータから一斉に大量のデータを特定宛先に送りつける
ことにより、当該宛先のネットワークやサーバを動作不能にする攻撃 

サイバー攻撃の解析 

・・・ 

!!! 

%$% 

LAN管理者 

実態に沿った 
攻撃シナリオ 

演習用 
テストベッド 

実践的防御演習の実施 

防御モデルの検討 

解析結果 
の活用 

防御モデル 
の改良 

防御モデル 
の実践 

解析結果 
の活用 

解析手法の 
改良 

攻撃者 

知見の 
フィードバック 

標的型攻撃
メール 

マルウェア 
特性の解析 

組織内 
システム 

各種攻撃に 
対する防御策
の検討 

【予算】 イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・ 
      強固な基盤整備 重点要求 新規 １７１億円の内数 
      （ＩＣＴ環境の変化に応じた情報セキュリティ対応方策の推進事業 １８億円） 



Ⅲ 日本再生に向けたＩＣＴ総合戦略(Active JapanICT戦略)の推進 20 

【予算】 スマートテレビの標準化に関する実証実験  ２億円（２４年度 ２億円）  

■ デジタルコンテンツの流通促進 

・スマートテレビの推進に向け、様々なアプリケーションや 
 コンテンツ開発の実証実験を実施し、国際標準化に向けた 
 提案活動を行うなど、早期実用化と国際展開の促進を図る 

■ スーパーハイビジョンの推進 

・高精細、高臨場感な映像技術（４Ｋ、８Ｋ※）の確立と端末・サービスの普及促進ロードマップを早期に策定 

・クラウド型サービスの普及や多様な情報端末の登場に対応して、様々なチャネルで迅速・効率的に放送コ
ンテンツを流通させるための環境を促進 
【予算】 クラウド時代に対応したコンテンツ流通環境整備推進事業  新規  ４億円の内数 

５．スマートテレビ等新たなコンテンツ・サービスの創出 

・視聴者の安全・安心のため、スマートテレビによるコンテン
ツ流通に関するルールの早期具体化を図るとともに、その推
進体制を整備 

・ケーブルテレビ共通のプラットフォームの早期実現に向けた検討体制を整備し、リッチコンテンツの流通
と視聴者の利便性向上を図る 

■ スマートテレビの推進   

・次世代衛星放送システム及び超高精細映像伝送のための周波数有効利用技術の研究開発を推進 

電波資源拡大のための研究開発等  ８６億円の内数 （２４年度 ４億円）  

・動画・音声等の様々なコンテンツを多様な端末において共通的に
取り扱うことを可能とする新たな記述言語ＨＴＭＬ５に対応した
次世代ブラウザの国際標準化活動を推進 

【予算】 イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・強固な基盤整備  重点要求 新規 １７１億円の内数 
      （強固なワイヤレスブロードバンドを実現する電波有効利用の促進 ６４億円の内数） 

※４Ｋ、８Ｋ：スーパーハイビジョンの規格。現行ハイビジョンと比較し、４Ｋは４倍、８Ｋは１６倍の画質。 

スマートフォンやゲーム機など 
色々なものとつながる 

テレビ 

好きな仲間と体験を共有 
できるテレビ 

（ソーシャルＴＶ） 

高齢者や障がい者にも 
優しいテレビ 

自分好みにカスタ 
マイズできるテレビ 
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災害時や緊急時に 
役立つテレビ 
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６．ＩＣＴ分野における国際競争力の強化 

■ ＩＣＴ海外展開の推進  

① 地デジ方式未決定国への展開 
・我が国ＩＣＴの海外展開の契機と 
すべく、南部アフリカ諸国、中米 
諸国等に対し、地デジ日本方式の 
採用を働きかける 

【予算】  ICT海外展開の推進等  １４億円（２４年度 １４億円）  

③ ＡＳＥＡＮ諸国を中心とするアジア地域への展開 
・ＡＳＥＡＮ域内の経済活性化や社会問題の解決、連結性の強化に貢献する 
「ＡＳＥＡＮスマートネットワーク構想(※)」の実現等を通じ、我が国の 
先進的ＩＣＴの国際展開を推進 (※)ＡＳＥＡＮ各国間/各国内で高速・多機能なＩＣＴインフラの早期整備を図るとともに、

防災分野等で先進的なＩＣＴ利活用モデルの導入を目指す構想 

② 地デジ日本方式採用国への展開 
・地デジ関連市場における我が国 
事業者の展開を支援するとともに、 
他のＩＣＴ分野のビジネス展開を 
支援 

日本方式（ISDB-T）    

米国方式（ATSC）               

欧州方式（DVB-T/T2）             

中国方式（DTMB）             

主要な地上デジタル放送方式 
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■ ＩＣＴ海外展開に向けた環境整備 

② サイバー空間における国際的なルールづくり 
・情報の自由な流通の一層の促進と安心・安全なインター
ネット利用環境の実現に向けて、グローバルなルールの
調和を図る 

① 国際共同研究、戦略的国際標準化等の推進 
・我が国の国際競争力強化に向け、外国政府との連携による国際共同研究や我が国が優位性を有する
先進的ＩＣＴの戦略的な国際標準化活動等を推進 

国際標準化
の推進 

ＩＣＴ海外展開に向けた環境整備 

研究開発 

国際連携の 
強化 

【予算】 戦略的国際連携型研究開発推進事業  ４億円（２４年度 １億円） 
      先進的ＩＣＴ国際標準化推進事業      ４億円（２４年度 ４億円）       

③ 情報セキュリティの確保・利用者保護に関する 
  国際連携の推進 
・米、欧、ＡＳＥＡＮ諸国等との情報共有等を引き続き推進し、
情報セキュリティの確保に向けた国際連携を強化する 

・スマートフォンに関する安心・安全な環境の構築に向け、 
情報セキュリティ上の課題、利用者情報の適正な取扱いや 
青少年保護等について、国際連携を図る 

④ デジタルコンテンツの海外展開推進 
・字幕付与等のローカライズ支援、海賊版対策や外国製コンテンツ規制の緩和等、コンテンツ海外 
展開に向けた環境整備を推進 
【予算】 クラウド時代に対応したコンテンツ流通環境整備推進事業  新規  ４億円の内数 



１．電子政府の推進 

■ 政府情報システム刷新 

・電子政府の総合窓口（ｅ－Ｇｏｖ）について、国民の利便性向上及び行政運営の効率化の観点から改善 

■ 国民ニーズを踏まえた行政情報の提供の推進 

【予算】 政府共通プラットフォーム運用経費  ２７億円（２４年度 ８億円） 

・政府情報システム刷新のための共通方針 
 （提言）（平成２４年８月９日）を踏まえ、 
 政府ＣＩＯの下で、以下の取組を強力に推進     

  → 各府省別々に構築・運用している政府情報システムを、共通基盤である「政府共通プラット 
   フォーム」（平成２５年３月運用開始予定）へ統合・集約化するとともに、政府情報システム 
   全体の開発・管理・運用を効率化し、その安全性・信頼性を向上 

②業務改革の推進（システム整備に当たって、業務プロセスの効率化や関連制度の見直し） 

③ＩＴガバナンスの強化（政府情報システム管理データベースの整備・運用など） 

①政府情報システムの刷新（システムの統合・ 
 集約化、府省共通システムの導入など） 

23 Ⅳ 国民本位の電子行政の実現とマイナンバー制度の導入   

ICTを活用して、行政サービスを便利で使いやすいものにします。 

【予算】 ｅ－Ｇｏｖの次期システム設計・構築等経費 新規   ６億円 



■ 国民本位の電子行政及び事務の効率化を実現するための基盤の充実 

■  地方公共団体における電子行政サービスの改善方策に関する調査検討（後掲） 

■ 自治体クラウドの推進 

【予算】 自治体クラウドの推進   
          ０．２億円 （２４年度  ０．２億円）  

 ・自治体業務の一層の高度化・効率化、 
  自治体システムの総合的な最適化を 
  図るため、自治体クラウドの推進 
  に関する調査研究等を実施 

２．電子自治体の推進 

 ・住基ネット・住基カードの利活用促進、住民票の写し等のコンビニ交付の普及拡大、ｅＬＴＡＸに
よる地方税の電子申告受付サービスのより一層の普及、電子投票の実施の促進 

【予算】電磁的記録式投票の導入支援に要する経費 ０．１億円（２４年度 ０．１億円） 

24 Ⅳ 国民本位の電子行政の実現とマイナンバー制度の導入   



３．マイナンバーの付番と情報提供ネットワークシステムの運用に向けた着実な準備  

■ マイナンバーの付番のための準備   

・マイナンバー制度において設置・管理することとされている「情
報提供ネットワークシステム」（平成２８年１月運用開始予定）
を通じた情報連携が円滑かつ効率的に行われるよう、その運用に
当たっての課題の分析や必要な対策の検討などを実施 

■ 情報提供ネットワークシステムの運用に向けた検討 

■ 地方公共団体の関係情報システムの整備等への支援 

・マイナンバーの付番開始（平成２６年１０月予定）に向けたシステム
開発などを実施 

・地方公共団体において、マイナンバー制度の導入に当たって必要となる、関係システムの開発、
システムの改修等への支援を実施 

25 Ⅳ 国民本位の電子行政の実現とマイナンバー制度の導入   



   
 

４．マイナンバー制度の活用の促進  

・地方税分野でのマイナンバー制度の利用や社会保障分野への所得情報等の提供など、マイナンバー
制度が円滑に活用されるための方策の検討を実施 

■ マイナンバー制度等に対応した情報連携に関する実証等 

■ 地方公共団体における電子行政サービスの改善方策に関する調査検討 

・地方公共団体におけるマイポータルの活用等による行政サービス向上のための調査研究を行い、電
子行政サービスの改善方策の検討を実施 

・将来的に民間サービス等への活用が可能となった場面を
想定しつつ、その際の行政情報システムとの連携に係る
技術的課題の抽出と課題解決に関する実証等を実施 

■ マイナンバー制度の地方税分野での利用や所得情報の提供のための検討   

26 Ⅳ 国民本位の電子行政の実現とマイナンバー制度の導入   



１．通信基盤の整備や消防団の充実等による地域の消防防災体制の強化 

Ⅴ 国民の命を守る消防防災行政の推進 

緊急消防援助隊設備整備費補助金(消防救急デジタル無線分)           一部重点要求     ２０億円  
                                                                 (２４年度 ２０億円) 

■ 消防の広域化のさらなる推進 

 ・地域の消防力を向上させるため、地域の特性や実情を
踏まえつつ、広域化に取り組む地域を重点的に支援 

■ 災害に強い消防防災通信基盤の整備（再掲） 

■ 消防団や自主防災組織等の充実強化・災害対応力の向上（一部再掲） 
 ・「共助」を担う主体である消防団や自主防災組織等の充実強化や活動時

の安全対策を推進するとともに地方公共団体の災害対応力の向上を支援 

 ※「イノベーションを創出する情報通信技術の利活用推進・強固な基盤整備」（P17）においても、更なる電波の有効利用促進の観点から、周波数の 
   再編に資する防災用等のデジタル無線システムの整備を支援 

（提供：東京消防庁） 

27 

【予算】 Jアラートの自動起動機等の整備による災害情報伝達手段の多重化・多様化 一部重点要求  新規 ２３億円 

消防団装備の強化や消防車両等の充実により、国民生活の安心・安全と国民の命を守ります。 

【予算】 消防団を核とした地域総合防災力強化事業（資機材等の整備・訓練）   
      ～若者にとっても魅力ある消防団を目指して～   新規  ２１億円 
      消防団・自主防災組織等の充実強化            ２億円(２４年度 ２億円) 
      地方公共団体の災害対応力の向上        新規  ０．５億円 



２．緊急消防援助隊の充実と即応体制の強化 

■ 緊急消防援助隊設備の充実強化 

■ 緊急消防援助隊の即応体制の強化（再掲） 

 ・緊急消防援助隊の大規模災害への対応力を強化するため、緊急消
防援助隊の消防車両や消防庁ヘリコプター等を整備 

【予算】 緊急消防援助隊設備整備費補助金 （車両分）            ４９億円 （２４年度 ２９億円） 
      無償使用制度の活用による消防庁ヘリコプター等の整備 ２４億円 （２４年度 ２３億円） （提供：大阪市消防局） 

【予算】 緊急消防援助隊の即応体制の整備           新規 ５億円 
          緊急消防援助隊津波・風水害対策車両の整備 新規 ５億円 

■ 業務継続のためのバックアップ機能の確保 

 ・首都直下地震等により消防庁が被災した場合に備えた代替拠点
の設備の整備や情報システムのバックアップの構築 

【予算】 業務継続体制の確立  新規 ２億円 
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■ 火災予防・危険物事故防止対策等の推進 

■ 救急救命体制の強化  

３．火災予防対策等の推進、救急救命体制の強化  

 ・最近のホテル火災やコンビナート地域の爆発事故などを踏まえ、火災や
危険物事故等に対する安全対策を推進するほか、地方公共団体の進める
原子力災害対策を支援 

 ・消防と医療の連携の推進、救急業務の在り方
の研究・検討を実施し、救急救命体制を強化 

【予算】 救急救命体制の整備・充実             ０．８億円 （２４年度 ０．８億円） 

（提供：東京消防庁） 

（提供：東京消防庁） 

【予算】 火災・危険物事故等に対する安全対策に関する調査・研究       ２億円 （２４年度 ２億円） 
            ホテル・旅館等における安全安心の強化                      新規 ０．４億円 
      原子力災害対策の推進等                                                     ０．２億円（２４年度 ０．２億円） 

ICTを活用した消防と医療の連携推進  新規 ０．４億円 
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・セクシャルハラスメント、パワーハラスメントといった職場内トラブルの防止 
・メンタルヘルス対策の充実 
・超過勤務の縮減や男性職員の育児休業取得促進等によるワーク・ライフ・バランスの推進 

■ 職員が安心して生き生きと働ける勤務環境の整備  

・国家公務員の再就職状況の着実な公表 
・国家公務員の在職期間が長期化している状況等を踏まえ、 
 年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持等を図る 
 観点から「早期退職募集制度」を導入 

■ 適正な退職管理と公務組織の活力の確保  

・公務員制度改革の動きを踏まえた幹部候補の人材育成の在り方の検討 

■ 公務員制度改革に対応した人材育成の取組  

・評価者講座の開催等を通じた人事評価制度の定着化、能力・実績主義の人事管理の徹底 

■ 人事評価制度に基づく能力・実績主義の人事管理の徹底  

１．質の高い行政サービス提供のための人事行政の展開 

30 Ⅵ 行革推進による効率的かつ質の高い行政の実現 

■ 地方公務員制度の改革  
・国家公務員に係る自律的労使関係制度の措置等を踏まえ、自律的労使関係制度の措置、能力及び 
 実績に基づく人事管理、退職管理の適正の確保といった、地方公務員に係る制度の改革を推進 

効率的で質の高い、国民に信頼される行政の実現を図ります。 



２．国家公務員の総人件費削減 

■ 給与・退職手当の見直し、定員の削減 

■ 情報公開法、行政不服審査法の見直しによる透明・公正・適正な行政運営の確保  

・情報公開法：開示対象の拡大・明確化、開示手続の迅速化・強化、事後救済制度の強化 
         （情報公開法の改正法案を、第177回通常国会において内閣官房より提出（継続審査）） 

３．行政の透明化・国民の権利利益の救済の強化 

・行政不服審査法：公正さにも配慮した簡易迅速な手続の下で、柔軟かつ実効性のある 
         権利利益の救済の実現に向けた取組（行政救済制度検討チーム取りまとめ（平成23年12月）） 

■国の人件費の姿（平成２４年度予算） 

・定員については、増員を極力抑制するとともに、業務の見直し 
 や効率化に取り組み、可能な限り定員の純減を図る 
  （注）２５年度の採用抑制 ▲５６％（２１年度比） 

・給与については、本年４月から、給与改定・臨時特例法に 
 より、減額支給措置（行（一）平均７．８％）を実施 
 （平年度ベースで▲２，９００億円の削減） 

・退職手当については、「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ
等について」（平成２４年８月７日閣議決定）に基づき、支給水
準の引下げ（▲１４．９％）を行う国家公務員退職手当法の改正
案を早期に国会に提出（平年度ベースで▲６００億円の削減） 

国が負担する 
人件費 

74,517億円 

国家公務員 
の給与費 

37,737億円 

議員歳費、 
義務教育費 
国庫負担金等 
23,573億円 

その他 

420億円 

国共済 
負担金等 
8,563億円 退職手当 

4,224億円 

国家公務員 
の人件費 

50,944億円 

本省等 地方出先機関 自衛官 国会・裁判所等 

18.7万人 24.7万人 3.2万人 

行政機関職員 
３０．０万人 

11.3万人 

■国家公務員の内訳（平成２４年度予算） 
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４．行政評価機能の発揮による聖域なき行政運営の見直し 

■ 行政評価局調査を通じた行政の改革・運営改善  
・内閣の重要課題や世の中の動きを踏まえた調査の推進など、 
 予算編成・制度改正への反映等に資する適時適切な機能発揮 

■ メリハリのある分かりやすい政策評価の実現 

■ 国民の声・ニーズの把握を重視し、行政の制度・ 
  運営の改善につなげる行政相談活動の展開  

・行政事業レビューと連携しつつ、目標管理型の政策評価の改善など、
予算編成に資する政策評価を推進 

・租税特別措置等に係る政策評価の推進・点検 

・相談事案の調査・分析及び政策課題の抽出の強化、行政 
 相談委員との協働及び各国オンブズマンとの連携の充実 

■ 新たな行政法人評価制度の確立に向けた取組 

・行政法人評価制度準備委員会の設置・運営や行政法人の 
 評価に関する指針等の策定及び中期目標の点検など、 
 新たな制度の施行に当たり必要となる対応の検討を実施 
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５．公的統計の体系的な整備・提供 

■ 第Ⅱ期公的統計基本計画の策定 

【予算】 公的基本計画推進費  ０．１億円（２４年度 ０．１億円）  
       産業連関表作成費    ０．８億円（２４年度 ０．８億円） 

・新たな課題に対応した、公的統計の整備に関する基本的な 
 計画（第Ⅱ期）の策定 
・日本標準産業分類の改定、産業連関表の作成、公的統計の 
 二次的利用の推進 

■  「住宅・土地統計調査」の円滑な実施、サービス産業 

  統計の充実、事業所母集団データベースの運用 

【予算】 住宅・土地統計調査経費   ７９億円 
       サービス産業動向調査経費  ６億円（２４年度 ５億円）  

・社会経済情勢の変化を踏まえた「住宅・土地統計調査」の 
 円滑な実施、「サービス産業動向調査」における年次統計 
 作成のための拡大調査の実施 
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【予算】  事業所母集団データ整備費  １億円（２４年度 １億円） 

・各種統計調査の情報及び行政記録情報を活用した事業所 
 母集団データベースの運用 



郵政民営化の確実な推進 

日本郵政グループの経営の改善・安定化を実現し、全国の郵便局ネットワークを維持して国民生活に必要不可欠
なユニバーサルサービスを安定的に提供するとともに、郵便局ネットワークの活用における公益性・地域性も十分
発揮できるよう、法の趣旨を実現するための指導監督 

Ⅶ 郵政民営化の確実な推進 34 

全国あまねくある郵便局を通じて、国民生活に必要不可欠なユニバーサルサービスが円
滑かつ安定的に提供されることを維持します。 

 ・郵政民営化法等の一部を改正する等の法律（平成２４年法律第３０号）の施行に伴い、 

 郵便事業㈱と郵便局㈱の円滑な合併（平成２４年１０月１日）の実施 
 国民生活に必要不可欠な郵便、貯金及び保険の基本サービスの安定的な提供 

  等、今回の郵政民営化の見直しが確実かつ円滑に実現できるよう、改正法の趣旨を実現するため、
日本郵政グループを指導・監督 

・併せて、日本郵政グループ各社の経営の健全性を維持・確保するとともに、郵便局ネットワーク
の公益性、地域性が十分発揮できるよう政府として必要な対応を行う 

【税制】金融２社の窓口業務委託に係る消費税の非課税措置の創設、日本郵便株式会社が所有する一部の固有資産に課する固
定資産税及び都市計画税に係る特例措置の延長等 



Ⅷ 国民生活の安定・充実 

国民生活の安定・充実 
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■  年金業務に対する国民の信頼回復 

・厚生労働省が所管する年金記録確認業務等の実施に 
 対する協力、年金業務の確実な実施状況のチェック 
 （平成２３年６月の第三者委員会報告書を踏まえ、年金 
 記録確認業務の厚生労働省への早期移管に向けて調整） 

  【予算】年金記録確認中央・地方第三者委員会等 ４８億円（２４年度 ７３億円）  

年金業務監視委員会の模様 

■  受給者の生活を支える恩給の支給  

【予算】 恩給支給事業 ４，８０３億円（２４年度 ５，４３７億円）  

恩給支給や公的年金の適切な運営の確保により、暮らしの安心を支えます。 


